









薬袋 秀樹  
はじめに   
現在、公共図書館のネットワークに様々な観点から注目が集まりつつあ  
る。これまで、このテーマについては多くの論議が行われているが、それ  
には次の二つの大きな特徴がある。   
・論議を統一的に整理したものがないこと。   
・論議が様々なテーマにわたっており、それぞれ研究論文の対象とな  









1 図書館ネットワークの概念  
この章では、米国の論議をもとに、ネットワークの概念とモデルを明ら  
かにする。  
1．1図書館ネットワークの概念   
公共図書館の協力組織に関する用語としてネットワークとシステムがあ  
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公共図啓館ネットワーク論の現状と課題   
る。アメリカ図書館協会の用語集rALA図書館情報学辞典』では、ネット  
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1．2 米国の公共図書館ネットワークのモデル  
1．2．1米国の図書館システム形成の理由  








摘している。8）   
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表l図書館ネットワークの階層構遺のモデル  
構成要素  設立主体 と位置  
レベル   資  料       小都市  中都市  大都市  州  大 学   
レベルHI  
Reference  
and  75－100万点  中央  
Research  8000誌  図書館   
Center   
レベルⅠⅠ  
Regional  中央  
Library   図書館   
レベルⅠ  
Local  地域  5万点 200  図書館   図書館   図書館  






1．2．3 米国の公共図書館ネットワークの機能  
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⑯集中整理（本調査では除かれているが、いくつかのシステムで実施され   
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（1）県立図書館の役割   
わが国では、公共図書館の相互協力は主に県立図書館と市町村立図書館  
との間で考えられてきた。この理由ほ、おおむね次の通りであろう。   
①市立図書館の弱体   
1960年当時には、県庁所在市の約3分の2には実質的には市立図書館  
がなかったため、有力な市立図書館は少なく、市立図書館は全般的に  
弱体であった。   
③県立図書館の相対的優位  
したがって、多くの県には県立図書館と中小図書館しかなく、県立図  




市立図書館への援助の必要性を広く認識していた。   
④県立図書館の協力援助の欠如   
1960年当時相互貸借はほとんど行われていなかった。当時の資源で可  
能な協力すらも行われておらず、改革の余地があった。  
（2）県立図書館の機能   
市町村立図書館に対する県立図書館の援助は、かつては「相互協力」と  
呼ばれた。しかし、r中小都市における公共図書館の運営』（以下㌻中小レ  
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（1） r中小レポートJ   
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公共図書館ネットワーク論の現状と課席   







り込まれている。   
県立図書館の蔵書と職員の規模の点で、次の2つの問題がある。   
①年間増加（収集）冊数3万冊以上と蔵書冊数30万冊以上との間に整合   
性がないこと。最低ランクの蔵書30万冊、増加冊数年間2万5000冊（ほ  




（1）全公図ナショナルプランと図書館事業基本法案   
1978年頃から全国公共図書館協議会（全公図）は公共図書館の振興と公   
共図書館のネットワーク化を目的として公共図書館の全国計画（ナショ   
ナル・プラン）策定作業を進めた。1982年3月、全公図は r図書館全国   
計画［試案］－公共図吾館の広域システム化計画Jを発表した。これは、   
市町村レベルから国レベルまでを、市区町村単位の地域システム（複数   
町村からなる組合システム含む）一県域システムーブロック域システム   
（複数の県域システムによろ協力関係で、全国8ブロックに分かれる）   
一全国システムの4段階に分けて全国ネットワークを構想したものであ   
る。瑚全国8ブロックに分けるブロック域システムが、他の計画に見ら   
れないユニークな点であったが、図書館界では特に論議されることもな   
く終った。   
他方、1978年5月図書議員連盟（図議連）が発足し、その呼びかけにも   
とづいて、1981年5月図書館事業振興法（仮称）検討委員会が発足し、9   
月全館種を対象とした「図書館事業基本法要綱（案）」が発表された。  







の特徴は、全館種の図書館を対象としていることである。   
しかし、この法案は、作成のための議論の手続きに問題があり、参加  
団体および図書館界の反対iこ遭遇し、混乱のみをもたらして消滅した。  





の「ⅠⅠ－五 システムを支える図書館の協力と援助」の第3～6項では  
県立図書館の任務を明らかにしている。坤内容は、おおむね「望ましい基  
準（案）」と同様であるが、新たに、協力車の運行、県内出版情報の提供  




（3） r公立図書館の任務と目標J   
日本図香館協会図書館政策特別委員会での検討は1987年9月の「公立  
図書館の任務と目標（最終報告）」印に結実し、1989年3月r公立図書館  
の任務と目標 解説J38）が出版された。   
全体の構成の特徴は、「第5章 都道府県の図書館振興策」で、初めて  
県および県教委による図書館振興策を位置付け、県立図書館の役割をそ  
れとの関わりにおいて位置付けたことである。   
県立図書館については「第3章 都道府県立図書館」で論じられてお  
り、1．役割と機能、2．市町村立図書館への援助、3．図書館資料、4．相  
互協力の4節に分かれている。  
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公共図書館ネットワーク論の現状と課頑  
この特徴は次の6点である。   
①住民への直接サービスと市町村立図書館へのサービスの両方を位置づ  
けた上で、住民の利用のしやすさの観点から、後者を第一義的な機能  
と評価していること。   
②県立図書館による個人貸出、児童サービスの必要性を明らかにし、市  
町村立図書館の児童サービスに対する援助の内容を示したこと。   
③協力車の運行について明確に規定したこと。   
④県立図書館で応えられない要求について他図書館への依頼の必要性を  
示したこと。   
⑤市町村立図書館間協力に対する援助の必要性を示し、協力車運行の目  
的の一つとして位置づけたこと。   
⑥県による図書館振興策の立案に対し、資料提供による援助の役割を示  






間報告」89）が発表された。   
この「第2 公共図書館ネットワークの在り方」では、ネットワークの  
意義、方向、内容、進め方の4項目について論じている。この特徴は、次  
の4点である。  
①「内容」について、公共図書館間のネットワーク、公共図書館と類縁   
機関とのネットワークの順序で論じているが、記述童は後者の方が多  
く、類縁機関とのネットワークにかなりの重点が置かれている。   
②公共図書館以外の他館種の図書館や視聴覚センターは、・類縁機関の中  
に含められており、図書館ネットワークの観点が弱い。   
③公共図書館ネットワークの中では、県立図香館の役割が重視され、県   
立図書館と市町村立図書館の間で分担収集が考えられている。   
④ネットワーク化の進め方やコンピュータ化については、’段階的な考え  
方が取り入れられており、評価できる。  




ワークの考え方に対しては誤解もあり、十分な検討は行われなかった′。   
2．2 複数市町村立図書館の相互協力  
2．2．1複数市町村立国書館協力の必要性   
現在、わが国には、米国の図書館システムのような複数の市町村からな  
る制度化された協力組織は存在しない。複数の市町村立図書館の相互協力  
／【一‾、 は個々の事業に関する自発的な協力に限られている。したがって、ここで  
は、こうした自発的な協力を取りあげることにする。   
複数市町村立図書館間で相互協力が必要なのは下記の理由である。   
①県立図書館の協力援助は、市町村立図書館の増加・充実につれて、新  
たな局面を迎える。協力対象図書館数が増加する反面、大都市図書館  
の自立化が進む。町村立図書館は市立図書館よりも弱体であり、しか   
も、県立図書館中ら遠距離にある。したがって、都市部と同じレベル  
のサービスを提供するには、遠距離を経由する大規模な援助が必要で  
ある。   
②しかも、■地方の県は、県域の広さ、交通手段の未整備等の点で、大都   
市圏の県に比べて格段に不利である。これらの点は、県立図書館から  
の協力援助にとっては阻害要因となる。   
③米国では、図書館システムが最初に整備され、それが基盤となって、   
図書館ネットワークが構成されている。わが国では、発展の段階・順   
序は異なるとしても、ネットワークの基礎を固めるには図書館システ  
ムの整備が必要である。   
④大都市図書館の充実   
1980年代に入って、市立図書館、特に先進図書館や大都市図書館の規   
模が増大する傾向が見られる。大規模市立図書館の県立図書館に対す  
る要求には停滞の傾向が見え始めており、…これらの図書館から他の   
市町村立図書館に対する自発的な援助も行われて－）る。  
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ことが必要になってくる。仙）   
各年度の調査対象館の設置主体は次の通りである。（複数の図書館を見学  
している場合が多いが、中心館に限定した。）  
1974年度  カウンティ図書館3、 市立図書館2  
1975年度  市立図書館5  
1976年度  カウンティ図書館4、 市立図書館1   
この調査には次のような問題がある。   
まず、報告書の問題点は次の2点である。   
①内容は各図書館の実務や利用者の現状の全般的な紹介が大部分で、図  
書館システムの機能や構造に対する関心が希薄であること。   
②1974年度と1976年度の報告書は個別の報告に終始し、全体の総括が行  
われていない上に、記述に統一性が見られず、3か年全体の総括も行  






な調査対象館を選択してしまったといわざるをえない。   
しかし、これを奥機に、複数市町村立図書館間の相互協力に関心が集ま  
ったことは確かである。  
－133－   
（2）図書館問題研究会の図書館政策   
市町村立図書館間の相互協力には、「5 システムを支える図寄館の協力  
と援助」の中で1項目をさいている。▲5）相互協力によって、それぞれのサー  
■－ ビスを大きくひろげることがセき、協力のための機構ができれぼ、ネット  
ワーク形成への萌芽となると述べている。   
持） r公立図書館の任務と目標J   
「第2章 市（区）町村立図書館  4 相互協力」でそのあり方を示  














2．3 各県の図書館ネットワーク構想  






て次のような問題点を示している。相   
①名称や形態からみて、図書館ネットワーク構想にはかなりの多様性が  
－134－   
公共図苔館ネットワーク論の現状と課題  
ある。   
②公共図書館の使命と役臥特に、他機関に対する共通性と独自性を明  
らかにする必要がある。   
③県立図書館の新改築に伴う整備計画の色彩が強く、図書館ネットワー   
クはコンピュータ導入予算の獲得手段となっている傾向もある。 l   
④既にコンピュータを導入している市町村立図書館の整理業務との関  
係、書誌情報の品質管理、標準化に関する考慮が不十分である。   
⑤総合目録の必要性、作成範囲、作成手段の検討が不十分である。   
⑥書誌情報データベースが重視されすぎ、資料の配送と保存が軽視され  
ている。   
⑦情報サービスについては、実際の需要の有無の予測、類縁機関側の対  
外的情報サービスのための基盤の整備の可能性の検討が必要である。   
⑧図書館ネットワークの法的、制度的、技術的基盤のための調査研究（知  
的所有権、財政負担等）が必要である。   
⑨策定主体は、県教育委員会が主体となり、県内市町村立図書館の意向  





種類に分れている。   
①直接サービスと市町村立図書館へのサービスのそれぞれの固有の意義   
l孝明確にはとらえられていない。   
②協力貸出に関しては、巡回車が重視されているが、具体的な運行方法  
に触れている構想は少ない。   
③協力貸出以外のサービスの位置づけは不明確であり、市町村立図書館   
への援助との関連が不十分である。協力レファレンスについては全く   
言及されず、児童サービス、障害者サービスは簡単に触れているにす  
ぎず、市町村立図書館と同じサービスが考えられている。   
④読書普及活動を県立図書館の役割として位置づけている県があるが、   
公立図書館の役割かどうか疑問である。  
－135－   
⑤情報サービスについては、意義が不明確であり再検討が必要である。   
⑥市販出版物を網羅的に収集する構想があるが、現実上のギャップが大  
きい。   
⑦県の保存図書館として位置づけているにもかかわらず、それに見合っ  
た書庫スペースが検討されていない。   
⑧他の施設との併設の構想が多いが、市町村立図書館への援助の観点か  
らは併設による相乗効果をはかる必要はない。また、書庫のスペース  
が十分確保されていない。   
⑨ほとんどの図書館ネットワーク計画が県立図書館内で進められている  
が、市町村立図書館の状況を十分反映する必要があり、県図書館協会   
等で、県立図書館の協力のもとで進めることが望ましい。   
⑩特に新改築計画において、総花的構想が打ち出されているが、当面の  
重点目標を明確にすることが必要である。   
これらの指摘は、包括的であるとともに、きわめて的確なものである。  










次の4点をあげることができる。   
①研究のイニシアチブは、日本図書館協会（琴事長）、国立国会図書館、  
専門図書館協議会にあり、北海道では、事実上、専門図書館北海道地  
区協議会の母体である北海道産業調査協会が中心となっていること。   
②大学図書館、特に国立大学図書館は、学術情報システムに参加するた  
め、国立国会図書館をナショナルセンターとし、公共図書館、専門図  
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公共図啓館ネットワーク論の現状と課題  
書館からなるネットワークが構想されていること。   
③道立図書館が全道ネットワークの中心として総合目録を作成し、地方  
圏の中心的な公共図書館が地域コンソーシアの中心図書館となること  




ていること。   
問題点として、次の4点をあげることができる。  
（》実態調査の結果からは、公共図書館、専門図書館ともに、ネットワー   
ク以前に、図書館の数と内容の琴実、サービスの地道な改善が必要で  
あり、当面、まず図書館振興策が必要であると思われること。   
②専門図書館を含めた多館種図書館ネットワークを構想しているが、館   
種を越えたネットワークの形成は通常困難であり、館種ごとのネット  
ワーク形成を優先すべきであると思われること。   
③研究会は、道内の公共、大学、専門各図書館界を網羅しているが、北  
海道庁、北海道教育委員会等地方公共団体との関係が必ずしも明らか  
でないこと。   
④全道総合目録（1984年）と道立図書館による全出版物の収集（1986年）  





3 公共図書館ネットワークの実践  
この章でほ、わが国の公共図書館におけるネットワーク活動の方法につ  
いて、その理論と問題点を明らかにする。  
ー137－   











（1）協力貸出   















かにすることができる。封）   
市町村立図書館の蔵書の提供のためには所在調査が必要である。この－  
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の検討やデータの公表・分析は十分ではない。   
筆者等阜ま、19錮年8月現在で、全国の都道府県立図書館を対象に、協力  
奉遷行の実態調査を実施した。58）ここでは、この調査と他の資料をもとに、  
運行の現状を明らかにしたい。   





は運行頻度であり、月2回は協力貸出発展ゐ臨界点と考えられる。   
埼玉県立図書館が1989年3月発表したー図書館協力実態調査報告jでは、  
巡回頻度の希望調査の結果ほ表2の通りである。瑚  
表2 埼玉県内市町村立国霊能の希望する協力車の巡回頻度  
頻度  過2回  月6回  週1回  月4回  月3回  月2回  月1回   
比率  6．2   1．5  43．1  15．4  4．6  21．5  7．7   
ー139－   
これによれば、90％以上が月2回以上を希望しており、50％強が週1  
回以上を希望している。月1回の希望は10％以下に過ぎない。筆者等の  
調査結果とおおむね同様の傾向を示している。   









一定の役割を果たしていることがわかる。   
③協力革の効果   
筆者等の調査では、月2回以上巡回の県では、協力車の効果は次の順  









9．県立図書館の収集の強化   
全体として、協力車の運行は市町村立図書館との関係の改善に大き  
く寄与していることが分かる。   
④協力車の問題点  
a．巡回頻度の維持がポイントであるにもかかわらず、全域巡回を重   
視するため巡回頻度が低く、．その結果、利用が少ない例があるこ  
と。  
－140一   







3．1．2 資料収集  





















・大規模市立図書館の資料を県立図書館の協力貸出、または、市町村立図   
書館間の相互貸借（県立図書館による運送上の協力を含む）で提供する。  
－141－   
これには、その市立図書館の協力が必要である。  
・市町村立図書館間で図書館システムを構成し、複数市町村立図書館単位   
で、（a）相当規模の資料購入費の確保、（b）資料購入の調整、（c）蔵書水準の   
平均化を行い、資料を提供する。   
②県立図書館と市町村立図書館との共通収集論   
これに相対立するのが、県立図書館は市町村立図書館の収集資料を共通  








評価している。62）   
















－142－   
公共図書館ネットワーク論の現状と許厚   
いる。63）1987年のr公立図書館の任務と目標 解説Jでは、県立図書館の整  
備指標として年間増加冊数5万冊（年間出版点数3万7000点の1．5倍）以上  
があげられている。叩 これは望ましい基準案と同じ考え方で、出版点数の  


















3．1．3 ♯誌情報  






（2）県内総合目録   
県内総合目録を維持している県立図書館は富山県立図書館のみである。  
－143－   
これまで、この総合目録に関する紹介は何回か行われてきたが、いずれも  
散発的なものにとどまり、本格的な紹介や研究は行われていないが、同館  



























ータの入力、オリジナル入力、遡及入力等のサービスがないこと。   
最初は、J／MARCの欠点はタイムラグだけであると思われていたが、マ  
ー144－   
公共図事館ネットワーク論の現状と課題   
－クの比較が進むにつれて、“遅いうえに質も劣る’’71）ことが明らかになっ  
たのである。  
（4）民間マーク   
わが国には、J／MARCのほかに、日販、TRC、大阪屋の3種類の民間マ  
ークがある。現在、ほとんどの公共図書館では民間マークが利用されてい  
る。その主な理由は次の3点であろう。   
①タイムラグが短いこと。   
②選書リストの提供、購入図書分の目録データの抽出、ローカルデータ  
の入力、オリジナル入力、遡及入力等のサービスがあり、発注から目  
録まで一貫した作業ができること。   
③アクセスポイントの多さ、注記の量、分割記入等の点で実用的である  

















ークの指針として、1988年3月 r公共図書館の情報ネットワーク」を刊行  
し、県域の書誌情報ネットワークのあり方を示した。72）   
本書の意義は次の5点である。  
－145－   
表3 書誌情報ネットワークのタイプ   
書誌データの種類  J／舶月C  J／肌C  
＋民間l仏RC  ＋民間仰山C  
総合日録の種類   十オリジナル入力   
センターがMTで書誌情報を所有  
啓誌データによる総合目＃  A   B   
各館がCD－ROMで書誌憎報を所有  
識別番号による総合目録   C  D  
①J－BISCを中心とするマークを利用した県域の書誌情報ネットワーク  
のあり方を、タイプに分けて初めて明らかにしたこと。  




に構築することを提起したこと。   
④書誌情報ネットワークの構築プロセスを明らかにしたこと。   
⑤書誌情報ネットワーク・センタ⊥の費用負担の指針を示したこと。   
②～（診は、書誌情報ネットワークの政策論を提起したものであり、画期  






号を用いるとともに、］／MARCの利用を決定している。   
そして、使用マークの種類と、書誌情報・所在情報の利用方法によって  
表3の4つの方法を提案している。   
しかし、本書には次の4点の疑問がある。  





る。   
②当面実現しやすい方法である、いわゆる「ぶらさがり型」「相互検索塾」  
は、書誌情報ネットワークの前駆的形態として除外されており、十分  




た。   
④識別番号としてJP番号やISBNを用いているが、その実用性には一  
定の限界があり、J／MARCへの置換えを行なっている例は少ない。   
この報告書については、図書館界でもほとんど議論されていないことが  
一つの特徴であり、問題でもあるといえよう。  
3．1．4 協力レファレンス   
協力レファレンス・サービスは次の2点から構成される。78）  
（む小図書館で解決できない参考質問の大図書館への回答依頼と大図書館  
による回答   
②小図書館におけるレファレンス・サービスの実施および改善を援助す  




らかにした。74）   
これらをもとに、全国の都道府県立図番館を対象に、1989年2月現在で  
実態調査を行い、43都道府県から回答を得た。   
この結果、次の4点が明らかになった。75〉   
①市町村立図書館による県立図書館の協力レファレンスの利用は増加し  
ているが、地域によって利用状況に大きな格差があること。  
鵬147－   
③協力レファレンスに対する県立図書館の姿勢は県によって大き．く異な   
り、大半の県立図書館は直接利用者へのサービスが中心であること。  
（参多くの県立図書館は、協力レファレンスのための基本的な業務がきわ   
めて不十分な状態にあること。  
（参協力レファレンスが不振である原因は、協力レファレンスの研究の不   
足、県立図書館のレファレンスサービスの未確立、県立図書館の規模   
の格差などにあること。  
3．1．5 その他のサービス  




（2）県内公共図書館の調査   
県下の図書館サ」ビスを進めていくためには、県内の図書館の活動の実  
態を調査し、その情報を県内の図書館行政機関や図書館に提供することが  


































（2）相互協力機能の発展   
相互協力機能の歴史的な発展を地域と機能の観点から分析すると、次の  
ように区分することができる。   




（診1970年代   
東京周辺の各県の地区協議会、市立図亭館間での相互貸借と分担保存、  
総合目録が実施されている。  
（卦1980年代   
相互協力案務が関西、中部、中国など地方へ波及するとともに、研修、   
協力車の運行など内容が多様化する傾向が見られる。件数増加の背景  
－149鵬   
に広域行政圏政策の影響がある。  
（3）特徴   
全体の特徴として、筆者は次の3点を指摘しておきたい。   
①江素地区、北多摩4市を除いては、文献も簡単な報告が多く、実績報  
告、全国的調査や事例研究が行われていないこと。   
②文献探索の結果では、市町村立図書館間相互協力の実績が少なく、相  
互協力の事例は14地域にとどまっていること。   
③県立図書館の協力事業の実施状況は様々であるが、いずれも県立図書   
館の協力事業の不足ないし牢如を補うことを意図して実施されている  
ものと思われること。  




4．1．1ネットワーク法制の必要性   
CamaR．L鴎如は、1962年に、これまでの相互協力の取り組みの問題  












－150－   
公共図書館ネットワーク論の現状と課濁  
このことから、米国でも、1960年代初頭以前は、相互協力は著しく停滞  




















（1）州図書館行政組織   
州の図書館システム法の前提となるのは、州の図書館行政であり、州の  
図書館行政庁である。州の図書館行政庁については、1956年に制定された  
図書館サービス法で明確に規定されている。   
この法律にもとづいて、連邦補助金の交付を受けるには、州は次の条件  
を満たさなければならない。郎）   
①連邦政府に図書館サービスの拡張計画を提出し承認を受けること。   
②州の図書館計画の中に、州の図書館行政機関に関する次の規定を含め  
ること。  








（2）州の公共図書館システム法と公共図書館システム   
カリフォルニア州では、1963年に、公共図書館振興法（Public Library  
DevelopmentAct）が制定された。   
この内容はおおむね次の要素から成り立っている。色6）   
①法律の目的（図書館サービス改善のための図書館システムの設置の奨  
励）   
③州による地方団体の自治の尊重  
（診この法律に関する州立図書館長の権限   
④図書館システム計画について勧告する州公共図書館振興委員会（Pub－   
1icLibraryDevelopmentBoard）の設置と権限   
⑤図書館システムの種類   
⑥図書館システム形成の手続き   
⑦図書館システムに対する補助金の種類と内容   
⑧図書館システムに対する補助金支出の条件   
⑨補助金支出に関する地方団体と州立図書館長の契約   
公共図書館振興法の意義は次の3点である。   
①図書館システム奨励のための州の行政機関、行政施策の必要性を明ら  
かにしたこと。   
②自主的な図書館システム形成の困難を打開し、図書館システムを形成  
するための補助金（外部資金）の必要性を明らかにしたこと。   
③図書館システムの存続、地方自治体の自治、地方自治体の資金負担、  
弱小自治体の救済手段の確保のためのきめ細かな規定を示したこと。  
（3）州の図書館システム法と多館種間図書館協力   
①研究・レファレンスセンターの指定  
－152－   



























4．2 わが国における公共図書館ネットワーク法制  
4．2．1県立取替館の協力・援助の法制   
県立図書館と市町村立図書館の役割の相違については、図書館法では規  
定されていない。特に、市町村立図書館に対する援助については明文の規  




















































決定権限を館長に委任することになる。   
この点は、相互貸借協定、相互利用協定等に関して永年にわたって問題  
となっており、現在でも検討を重ねている問題であるから、100）令共図書館  





















（卦図書館行政において実施すべき業務16件の実施県数（有効回答40）   
8．県内図書館ネットワークの調査研究   16（40．0％）  
12．県内図書館ネットワークの計画作成   10（25．0％）   
県内図書館ネットワークに関する調査は半数以下の県で行われているに  
過ぎず、計画作成は4分の1に過ぎない。実施度の順位も13項目中8位と  
12位である。   
③図書館法第8粂にもとづく図書館主管課による市町村教育委員会に対  
する協力依頼（有効回答40）  
実施している  1（2．5％）  
県立図書館と協力して実施している   10（25．0％）  
実施していない  28（70．0％）  




























実上文部省の所管となっている。   
なお、この点で、約25年前に刊行されたわが国公共図書館界の唯一の全国  
総合目録であるー全国公共図書館逐次刊行物総合目録」（1963－68）が甲立国  





あくまで大学図書館を対象とする書誌ユーティリティである。   
他方、国立国会図書館は、公共図書館と専門図書館を対象に図書館ネッ  
トワークを推進しようとしており、第二国立国会図書館を真め「国立図書  









5 結論   








5．2 図書館ネットワークの不振の原因   
わが国における公共図書館ネットワークの不振の理由について本格的に  
論じたものは見当たらない。その理由は明らかでないという意見もあれぼ、  








－158－   
公共図沓館ネットワーク論の現状と課題   
に該当するのは図書館システムと州域ネットワークである。この発展の理  
由が州および連邦の図書館法および図書館行政にあることは明らかであ  





5．3 図書館ネットワークのパターン   
米国公共図書館ネットワークの発展段階としては、1960年代に図書館シ  
ステムが普及し、1970年代に州域ネットワークが整備されたことをあげる  
















5．4 図書館ネットワーク推進のための理論的課題   
ネットワークを推進するためには下記の点における改革が必要である。   
①ネットワーク政策の前提として、図書館サービスの質に注目し、その  
－159－   
改善を図る考え方が必要である。  
②厳しい環境のもとで図書館サービスの質の改善を図るには、図書館サ   
ービスの質を測定する新しい評価基準が必要である。  




④ネットワークに関する調査・研究の体系化が必要である。公共図書館   
界には研究のための組織が欠落しており、この点の改革が不可欠であ   
る。特に、米国の先例をふまえ、日本の国情に合ったネットワーク論、   
コンピュータとマークの互換性の欠如のもとでの書誌情報ネットワー   
クのあり方の研究が必要である。  
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